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安倍政権が標榜する物価上昇率２％と実質経済成長率２％が達成できるとすれば、以下のような風景

だろう。物価はフィリップス曲線を通じて失業率とリンクし、失業率はオークンの法則を通じて GDP
成長率とリンクする。デフレが定着した 98 年以降の日本では、フィリップス曲線やオークンの法則が

安定的で、以下の関係式が観測される。尚、この算式は、エクセルを使えば簡単に算出できる。 
 
 フィリップス曲線（物価上昇率表示）：物価上昇率＝4.80-1.09＊失業率 
 オークンの法則：実質 GDP 成長率＝0.87－3.75＊失業率（変化幅、ここでは 4.4％-2.6％＝1.8％） 
 
この関係式に物価上昇率２％を挿入すると、失業率は 2.6％に低下、GDP は 7.6％増加する。物価目

標が 4 年で達成されるとすると、GDP は年平均で 1.9％成長する。４月の失業率は 4.4％だが、物価上

昇率２％と整合的な失業率 2.6％は、概ね完全雇用失業率と想定できるだろう。内閣府の過去のトレン

ドに基づく推計では、2013 年 1-3 月期の GDP ギャップは 2.2％だ。成長会計で分解すると、想定され

る 7.6％の経済成長率のうち、2.2％は労働力など要素投入量の増加、残る 5.4％は生産性上昇で実現さ

れる。生産要素投入の余地は、前半２年が経過すれば、大きく低下するだろう。その後も２％の成長を

維持するには、生産性の大幅な上昇、そのための設備投資、労働参加率の上昇、が必要となる。 
ここで問題となるのが日本の人口問題だ。2012 年は、1947 年生まれの最初の団塊の世代(1947～49

年生まれの約 800 万人)が 65 歳の定年を迎えて労働市場から退出したことで、労働力人口は前年と比較

して 76 万人、0.9％も減少した。今後５年程度を見渡すと、定年などで労働市場から退出する層の人口

が毎年 200-250 万人、新たに労働市場に参入する 15 歳の人口は毎年約 120 万人しかいない。結果的に

労働人口は、毎年約 50～70 万人減少する見込みだ。2012 年はその最初の年だったのだ。直近 7 月の失

業者は失業率 3.8％で約 255 万人だが、完全雇用失業率を 2.6％と想定すると、目先 1～2 年で余剰労働

力が枯渇すると想定されるのである。これは成長戦略の前提となるべき重要な論点だ。 
安倍政権の成長戦略では、今後３年間を「集中投資促進期間」、５年間を「緊急構造改革期間」と位

置づけている。労働力の減少に対処するには、労働力と代替可能な設備への投資か、女性や若者の登用

など労働力率の向上しかない。政府は、既に人手不足が既に顕在化している非製造業を含む全産業に対

し、こうした対応策を促進すべく、十分なインセンティブを設けるべきだろう。企業部門においても、

余剰労働力枯渇のリスクを明確に認識して、将来を見据えた対応を取る必要があるだろう。 
以上 
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